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第２回～３回審議会での答申案の基になった意見 

 

1 将来都市像の実現に向けたひとづくり 

【答申案の基になった委員の意見】 

●市全体として、小学校から大人になるまで段階的にひとづくりが図られるような取り組み

を継続していくことが大切。 

●市として、どういうひとづくりをしていきたいかというビジョンを持つことが大事。 

 

 

 

 

 

  

【答申案】 

市が目指す将来都市像の実現に向けて、子どもから大人まで段階的に産業人材育成が図られる

ようひとづくり事業の長期的、継続的な実施に努めること。 

 

資料２ 
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２ 参加者を増やすための情報発信 

【答申案の基になった委員の意見】 

●大学生を対象とした事業の場合、各大学によって事情が異なるため、それぞれに合わせた

情報発信の仕方の検討が必要。 

●小、中学生を対象とした事業を行う場合は、学校側と校長会と連携をとらないとうまくい

かないのではないか。 

●参加者の喜びの声など、事業実施の実例をうまく活用し、これまで活用のない学校などに

働きかけることが必要。 

 

 

 

 

 

  

【答申案】 

（１）対象者に合わせた情報発信 

対象者ごとに状況や情報の入手の仕方が異なるため、事業をＰＲするうえでは、それぞれに合

わせた情報発信の方法を検討すること。 

 

（２）校長会議などの活用 

小、中学生を対象とする事業の場合、校長会議の場で事業説明を実施するなど、教育現場の理

解を図ったうえで、募集するよう努めること。 

 

（３）実例、参加者の声などの有効活用 

各事業において参加を呼び掛ける際は、事業実施の実例や参加者の喜びの声なども併せて紹介

し、参加意欲の向上に努めること。 
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３ 仕事の魅力の伝え方 

【答申案の基になった委員の意見】 

●事業において、対象に仕事の魅力、やりがいを伝えるだけでなく、生業として生活してい

けるかといった収入面などを伝えることも重要。 

●県内は全国でも賃金が低い方だと思う。企業や仕事のことだけでなく、田舎ならではの楽

しみ方なども求めて移住を検討すると思うので、目に見えない部分などと併せて弘前の魅

力を PRするといいと思う。 

●子どもが将来の職業を選択するうえで、親の影響は結構大きい。事業全体に参加してもら

うことが難しくても、最後だけ参加しれもらうなど、巻き込む人の数を増やしていければ、

影響力が大きくなるのではと感じた。 

●小学生に仕事などを教えるときは、実際に働いている人よりも、身近な先輩として、高校

生などから話を聞いた方がよく分かることもある。 

●医学部の大学生が医学部を受験する高校生やその親御さんと交流し、自分たちの体験談な

どを話して勉強以外の部分のサポートをしている事例があり、とてもいいことだと感じた。 

 

 

 

 

 

  

【答申案】 

（１）情報量の充実 

ア 地域産業の情報を発信する場合、「仕事内容」や「魅力」、「やりがい」だけでなく、収入面

など職業を選択するうえで重要な情報も伝えるよう努めること。 

イ 首都圏等の移住検討者に対しては仕事だけでなく、地方ならではの生活の楽しみ方など、

まち全体の魅力が伝わるような情報発信に努めること。 

 

（２）事業参加への配慮 

職業を選択するうえでは、親など身近な人の影響力も大きいため、より多くの人が部分的にで

も事業に参加できるよう配慮し、広く市民に対して職業の理解促進が図られるよう努めること。 

 

（３）子どもと学生の連携促進 

子どもたちに働き方を伝える場合、実際に働いている人からの話だけでなく、農業や工業を学

んでいる高校生や大学生などとの交流を通じた学びの場の提供も検討すること。 
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４ 幅広い事業者との連携 

【答申案の基になった委員の意見】 

●中心市街地の事業者との連携に偏っているように感じる。郊外にある事業者には郊外特有

の強みや課題があると思うので、郊外の事業者と高校生、大学生が連携できる機会も増や

せればいいと思う。 

●地元には様々な団体、優秀なクリエイターがいる。首都圏の大手企業に委託する前に、ま

ずは地域の人材で実施できないか検討して欲しい。 

●地域には、お菓子屋さんやラーメン屋さん、お医者さんなど、いろんな仕事が根差してい

る。色んな仕事があることを見せれる事業もあれば小・中学生たちは楽しいと思う。 

●子どもたちが将来なりたい職業、夢とリンクした事業者との連携、事業内容の構築が必要。 

●商店を支える人材を育成する事業がもう少し見えてもいいと思う。 

●人生の第１ターニングポイントは小学校 4、5年生あたりだとデータに出ており、その頃

に触れたものを、仕事としている人も多い。小学校の中学年から高学年にかけて様々な体

験をするということはやはり有益。 

 

 

 

 

 
  

【答申案】 

（１）市内全域の事業者との協働 

中心市街地だけでなく、市内全域の事業者と市民が関わる機会の創出に努めること。 

 

（２）地元企業の利用促進 

各事業において、事業者との協働を進めるうえでは、まずは地域に適当な事業者がないかを検

討、情報収集し、積極的に活用するよう努めること。 

 

（３）職業選択の視野拡大 

ア 市民の職業観の醸成を図る事業を組み立てるうえでは、お菓子屋やラーメン屋など、地域

に根差す商店街のお店も含め、様々な職業に触れる仕組みを検討すること。 

イ 地域の子どもたちが将来なりたい職業、夢とマッチした職業体験の機会の提供に努めるこ

と。 

ウ 小学校の中学年から高学年にかけた時期に、より多くの職業に触れ、様々な体験ができる

ような環境の整備に努めること。 
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５ 関係機関等との連携強化 

【答申案の基になった委員の意見】 

●県と市が似たような事業をそれぞれで行うと教育現場の負担感が増え、人の取り合いにも

なるため、情報交換を密にし、それぞれの役割分担、事業の差別化が必要。 

●事業によっては、対象者が共通しているものや、就労を支援するという内容が非常に似通

っているものもあるため、担当課同士の横の連携というのが非常に大事。 

●各事業で学んだ知識、技術を生かして起業できるようにひとづくり事業間の連携が大切。 

 

 

 

 

 
  

【答申案】 

（１）県との連携 

事業内容を構築するうえでは、県との情報交換を密に行い、それぞれの役割分担、事業内容の

区別ができるよう努めること。 

 

（２）庁内での連携 

ア 事業によっては、参加対象者や連携している事業者など内容が類似しているものもあるた

め、各課の連携を深め、効果的に実施するよう努めること。 

イ 各事業で学んだ知識、習得した技術を生かし、雇用されるだけでなく、自ら「起業」する

ことにもつながるよう、各課のひとづくり事業同士の連携に努めること。 
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６ 各事業の効果検証 

【答申案の基になった委員の意見】 

●会社に補助を出してもそれが働き手に回ってはいかない。働く人達に還元されるような仕

組みを作っていかないといけない。 

●マッチング後にそれがどれだけ効果があるのか（継続して働いているかなど）ということ

をちゃんと検証することが大切。 

 

 

 

 

 
  

【答申案】 

（１）ニーズの把握 

各事業の実施後は、事業者と求職者、双方の声や評価を把握し、互いに利得がある関係となる

よう事業の改善に努めること。 

 

（２）事業実施効果の継続性 

マッチング支援事業については、何件マッチングしたかも重要ではあるが、その後どれだけ雇

用が継続されているかなどについても把握するよう努め、事業の実施効果を検証すること。 
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７ 新型コロナウイルス感染症の流行下における対応 

【答申案の基になった委員の意見】 

●コロナ禍において、オンラインでの活動というのを更に広げていって欲しい。地元企業の

魅力発信も県内大学のみならず、全国の大学に情報発信し、誰からもアクセス可能なよう

な取り組みを進めて欲しい。 

●コロナの終息はおそらく数年かかる。緊急的に始めた事業も、数年単位で考えていくとい

いと思う。 

●コロナ禍において、飲食店が厳しい状況になった時に学生のアルバイト先が減ってしまっ

ているというのが現状だと思う。市の他の事業においても、学生をアルバイトという形で

支援できるルートを検討して欲しい。 

●ねぷたの存在が子どもたちの地域愛を育んでいる。 

●ねぷたは弘前を象徴するもので、コミュニティの維持、地域人材の育成に欠かせないもの。 

 

 

 

 

 

【答申案】 

（１）オンライン利用促進 

各事業において、オンラインの利用を更に進め、市内、県内だけでなく、全国の大学や移住検

討者に対して、地元企業の魅力を発信し、産業人材の確保に努めること。 

 

（２）新たな生活様式への対応 

新型コロナウイルス感染症の流行によって生じた新たな働き方、生活の仕方などにも対応した

ひとづくりが図られるよう、既存事業の見直し、新規事業の制度設計に努めること。 

 

（３）学生への配慮 

新型コロナウイルス感染症の流行によって、飲食店を中心とした学生のアルバイト先が減少傾

向にあるため、マッチング支援事業を始め、学生の雇用促進に配慮すること。 

 

（４）伝統的文化等を通じたひとづくり 

新型コロナウイルス感染症の流行により、ねぷたの合同運行が中止となっているが、ねぷたを

含めた市の伝統的文化・観光資源は、地域愛の醸成、地元定着、交流人口増加などに欠かせない

ものであるため、その必要性を改めて認識し、持続・発展できるよう努めること。 


